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日本の危機管理体制
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国民保護計画とは

• 「武力攻撃等から市民の生命、身体及び財産を保護し
、市民生活及び市民経済に及ぼす影響が最小になるよ
うにすることを目的」

• 平成16年 国民保護法により策定を義務づけられる
– 武力攻撃事態等における避難、救援、武力攻撃災害への対処な

どの国民の保護のための措置等の実施に関する基本的な枠組み
を定める

– 指定公共機関・都道府県・市町村に計画策定の義務

– 平成15年 事態対処法の成立の附帯決議

• 全国のすべての自治体が国民保護計画を策定
– 平成17年：都道府県国民保護計画

– 平成18年：市町村国民保護計画



「国民保護」をどうとらえるか？

• 誰も体験したことが
ない新しい事態

• これまでとは違う国
主体の事態

• これまでの防災の延
長で対処する事態

• これまで通り地方の
主体性が問われる

国民保護

防災

国民保護

防災

→条文派 →現実派



武力攻撃事態 緊急対処事態

• 着上陸侵攻

• 航空機による攻撃

• 弾道ミサイル攻撃

• ゲリラ・コンマンド
ー

• 危険物保有施設への
テロ

• 公共空間・大量輸送
機関へのテロ

• 有害物散布によるテ
ロ

• 交通機関を利用した
テロ



日本の危機管理体制（国の体制
）
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http://www.bousai.go.jp/1info/pdf/saigaipanf.pdf



今世紀前半に確実に発生する３地震



100年周期での繰り返し発生
さまざまな発生パターン

慶長津波

宝永地震

安政東海地震安政南海地震

南海地震 東南海地震

地震のゆれは
小さいが大津波が
来襲した

日本最大級の
地震と津波

32時間差で２つの
巨大地震が連続

南海トラフの地震の
中では比較的小さい
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防災対策強化地域が広がる



防災対策推進地域がきまる



読売新聞 2006年７月３０日

県名 戦略の名称（作成の年・
月）

理念、目標（実施期間） 項目の事例

Ａ．宮城
県

「震災対策アクションプラ
ン」（０３年９月）

協働による減災、被害
の最小化（５年）

木造住宅耐震化の推進、

家具転倒防止ローラー作
戦

Ｂ．山梨
県

「防災アクションプラン」
（０３年３月）

災害時に即応できる実
効性の確立（なし）

耐震診断や補強技術の
普及促進

復興基本計画の検討

Ｃ．静岡
県

「地震対策アクションプロ
グラム２００６

東海地震の想定死者を
半減（１０年）

住宅耐震化率９０％

＜０１年版改定＞」（０６
年６月）

防潮堤・水門の整備１０
０％

Ｄ．愛知
県

「地震対策アクションプラ
ン」（０２年１１月）

地震の発生は不可避で
も、震災は軽減できる
（５年）

木造住宅耐震診断１２万
棟

耐震性貯水槽７００か所

Ｅ．岐阜
県

「地震防災行動計画＜０
２年版改定＞」（０６年５
月）

死者を出さない、増やさ
ない（５年）

住宅耐震診断への助成を
年に２０００件、

補強は１７０件

Ｆ．滋賀
県

「地震防災プログラム」
（０４年３月）

計画的、効率的、効果
的な対策の実施（１０
年）

住宅耐震化率７０％

市街地再開発事業整備
率８６％

Ｇ．三重
県

「地震対策アクションプロ
グラム」（０３年３月）

防災における協働社会
の実現（５年）

住宅４００００戸の耐震化
支援

県立学校の耐震化１０
０％

Ｈ．奈良
県

「地震防災対策アクション
プログラム」（０６年３月）

直下型大地震の人的被
害を半減（１０年）

住宅耐震化率７０％

文化財の警報設置９４％

Ｉ．和歌山
県

「地震防災対策アクション
プログラム」（０４年３月）

東南海・南海地震の被
害を最大限減らす

木造住宅を５年間で３００
０戸耐震補強

（事業により異なる）

Ｊ．徳島県 「地震防災対策行動計
画」（０６年３月）

南海地震の想定死者を
ゼロに（１０年）

県立学校、災害拠点病院、

社会福祉施設の耐震化１
００％



国の防災戦略







図4 地震防災戦略（首都直下地震）



防災アクションプログラムのはじ
まり
0次

• 東京都では1971年（昭和46）に制定された「東京都震
災予防条例」の事業実行計画として1973年（昭和48）
以降、7次に渡って「東京都震災予防計画」を策定

←フィジカルな防災
「東京都は、全国に先駆けて東京都震災予防条例を制定

し、予防対策重視の視点から地震に強いまちづくりを進
め、（中略）行政主導の下で震災を未然に防止し、最小
限にとどめることを目指してきた。今後は、この取組を
一層進めるとともに、危機管理に重点を置いた応急対策
及び復興対策をも視野に入れた総合的震災対策の体系を
構築し、震災対策の充実及び強化に努めていくことが極
めて重要である。」



防災アクションプログラムのはじ
まり

• 総合的な防災対策の
実行計画

1995年「静岡県地震対
策300日アクションプ
ログラム」

「阪神・淡路大震災か
ら得られた貴重な教
訓を元に、全部局が
総力をあげて地震対
策の総点検を行った
結果としてまとめら
れたもの」



防災アクションプログラムの第一世
代

• 2003年（平成14）の「東海地震に係る地震

防災対策強化地域」（以下、東海地震強化
地域）の見直しに伴い、東海地方の県で防
災アクションプログラムが策定される。

– 静岡県地震対策アクションプログラム２００１
（平成13ー17）

– 岐阜県緊急アクションプログラム9（平成13-
17）

– あいち地震対策アクションプラン（平成14-
18）

– 三重地震対策アクションプログラム（平成14-
18）

見直し済み



防災アクションプログラムの第2世
代

• 2004年（平成15）の「東南海・南海地震に係る

地震防災対策の推進に関する特別措置法」に基
づく「東南海・南海地震防災対策推進地域」
（以下、東南海・南海推進地域）の指定に伴
い、西日本の都道府県においても防災アクショ
ンプログラムの策定。

– 和歌山県地震防災対策アクションプログラム（平成
16-19）

– 滋賀県地震防災プログラム（平成16-25）
– 奈良県地震防災対策アクションプログラム（平成18-

27）
– 徳島県地震防災対策行動計画（仮称）（平成18-27）



防災アクションプログラムの第3世代

•国の防災戦略を踏まえて

– 大阪府

•達成目標

–①命、②財産、③生活の安定、④心の安寧、⑤
復旧・復興

– 京都府

– 兵庫県？



その他の防災アクションプログ
ラム

•東京都

– 東京都震災対策事業計画（平成17-19）

•宮城県沖地震

– みやぎ震災対策アクションプラン（平成15-
19）



防災条例
– 静岡県地震対策推進条例（平成8）
– 東京都震災対策条例（平成１２年）

– 埼玉県震災予防のまちづくり条例（平成14
年）

– 岐阜県地震防災対策推進条例（平成17）
– 愛知県地震防災推進条例（平成16）
– 三重県地震対策推進条例（平成16年）

– 香川県防災対策基本条例（仮称）（平成18
年）

– 「高知県南海地震による災害に強い地域社会
づくり条例｣ (平成20)



実効的な計画をつくる方法

０．体制の確立

１．ステークホルダーの参画

２．戦略計画の枠組み



体制の確立

1. 誰が実行する計画なのか

2. 計画策定する参画するステーク
ホルダーの選択



ステークホルダーの参画

1. 「我が事意識」の醸成

2. 総合性の確保

3. 計画の実行



アイデアの

生成

アイデアの

構造化

合意形成

構造化されて
いないアイデア
や意見

計画

図５ 計画策定のプロセス

計画の策定とは



生成されたアイディア
（奈良県）

•ワークショップ

– ８２８アイディア

•県庁内公募

– ２３７アイディア

• 様々なリソースから収集したもの

– １５３アイディア

•合計２,０１５アイディア



生成されたアイディア
（京都府）

•第１回関係課連絡会議

– ２２４アイディア

•第１回ワークショップ

– １０４１アイディア

•府庁内公募

– ７６アイディア

•第２回関係課連絡会議

– １５３アイディア

•合計１,４１５アイディア



奈良県防災アクションプログラム
施策の柱

１．物理的に強い県土を作る

５．県民に対して5つのサービスを行う

６．復興を視野に入れる

４．有能な人的資源を十分確保する

３．的確な情報処理を実施する

２．民間の防災力を向上させる

5.1 命を守る

5.3 生活基盤を安定させる

5.4 県民の生活を支援する

5.5 古都奈良のイメージを守る

予防
対策

物理的抑止力
の向上

民間の防災力
向上

災害対応
の資源

情報システム

人的資源

応急対策

人命

生活基盤

県民生活

古都奈良

復旧・復興

5.2 安全・安心を守る安全・安心



参画のためのツール
ワークショップ



参画に対する評価

•計画プロセスに各部局の職員が参画する
事は、「自分たちで策定した計画であ
る」という計画に対する「我が事意識」
の醸成につながり、計画の実施に対する
責任感も高まる。

•職員の防災意識が高まる

•計画策定に参画した職員が事業の推進に
積極的に関わる。

•事業部局を自分たちで決定すると効果的
に決定できる（桜井市WS）



戦略計画の枠組み

•目的手段関係が明確

•長期的な視野をもつ

•政策目標に対応した数値目標を持つ



・詳細施策の意思決定の際の拠り所となる。
・目標達成のために限られた資源を有効に利用

目的

施策施策施策施策施策施策

政策目標１ 政策目標３政策目標２

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

目的手段関係が明確な計画構造

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
未来に必ず起こる災害に備えて、総合的な計画を構築し、ゴール達成のためには戦略計画の構造が必要となります。



基本構想

基本計画

実施計画

基本理念や施策の
大綱をまとめたも

の

基本構想の実現
をはかるための
施策を総合的・
体系的に示した

もの

基本計画に示さ
れた施策・事業
について、優先
度や実効性を考
慮し、具体的に
実施する事業を
示したもの

■達成目標が共有されておらず、組織横断的に最終的な目標を達成す
るための施策体系となっていない＜目的手段関係が不明確＞。

ー資源分配、意思決定の判断基準が不明確
ーあらゆる分野を満遍なくカバーするために費用がかかる

図2 総合計画の構造

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
地方自治法（第２条第４項） 　市町村は、その事務を処理するに当たっては、議会の議決を経てその地域における総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想を定め、これに即して行うようにしなければならない
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業
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業
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業
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象
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業
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業
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２０年

１０年

政策目標 政策目標

３０年

政策目標

目的

第１期

施策 施策
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業
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業
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業
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業
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事
務
事
業
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事
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象
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業

事
務
事
業

事
務
事
業

長期的な視野をもった計画



政策目標毎に数値目標を持つ



奈良県防災アクションプログラム
施策の柱

１．物理的に強い県土を作る

５．県民に対して5つのサービスを行う

６．復興を視野に入れる

４．有能な人的資源を十分確保する

３．的確な情報処理を実施する

２．民間の防災力を向上させる

5.1 命を守る

5.3 生活基盤を安定させる

5.4 県民の生活を支援する

5.5 古都奈良のイメージを守る

予防
対策

物理的抑止力
の向上

民間の防災力
向上

災害対応
の資源

情報システム

人的資源

応急対策

人命

生活基盤

県民生活

古都奈良

復旧・復興

5.2 安全・安心を守る安全・安心



参画のはしご
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